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多様な働き方と鉄道通勤に関する実態調査
【企業アンケート】

集計結果
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多様な働き方と鉄道通勤に関する実態調査

■調査概要
• 目的：時間差料金制を導入した場合における企業の反応を把握する

• 対象：東洋経済新報社の「日本の会社データ4万社（2019年4月版）」より抽出
した、東京都内に本社を有する主要企業（4,526社）

• 期間：2019年11月29日～2020年2月14日

• 回答：郵送による調査依頼、総務・労務管理責任者にweb方式で回答
215社(約5%)の回答
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1.混雑対策
の必要性・
通勤定期代
の支給状況

(1) 社内における鉄道の通勤混雑に対する話題や不満などの有無
(2) 今後、混雑対策（ハード対策・ソフト対策）の必要性
(3) 混雑対策の費用負担の重要度（鉄道事業者・行政・利用者）
(4) 混雑対策費用の一部を企業が負担することの賛否や理由
(5) 「1ヶ月あたり」通勤定期代の平均額、最大額、上限額
(6) 通勤定期代（月平均額）に対し、費用負担に応じる上乗せ割合

2.時間差料
金制の導入
可能性

■ピーク時間帯（例8～9時）のみ運賃が値上がると仮定
(1) 通勤定期代（月平均額）に対し、費用負担に応じる上乗せ割合
(2) 上記理由や導入賛否など ※ピーク時間帯を変えた設問も実施

3.企業属性 回答者の部署・役職、従業員数、始業終業時刻、働き方の実態など

•主な調査項目



（C）Toshiyuki YAMADA, The 47th Symposium on JTTRI, Summer 2020

1.混雑対策の必要性・通勤定期代の支給状況
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多様な働き方と鉄道通勤に関する実態調査

1.通勤混雑に関する話題と混雑対策の必要性
• 鉄道の通勤混雑に対して、御社内で話題に挙がることや従業員からの不
満などを耳にしたことがありますか。

• 鉄道通勤における従業員の心身の負荷軽減や沿線の魅力向上を図るため
今後、混雑対策（ハード対策・ソフト対策）を推進することについて、
御社は必要と思いますか。
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○重要度は、国・沿線自治体が約45％、鉄道事業者が約39％、
鉄道利用者が約16％

多様な働き方と鉄道通勤に関する実態調査

1.混雑対策（ハード対策）の費用負担者別重要度
• 都市鉄道の混雑対策（ハード対策）に要する費用負担について、御社は
どちらをどのくらい重要視しますか。
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多様な働き方と鉄道通勤に関する実態調査

1.混雑対策（ハード対策）の企業負担の賛否と平均負担額
• ハード対策により通勤路線の混雑が緩和すると仮定した場合、ハード対
策費用の一部を通勤定期に上乗せし、企業がこれを負担することについ
て御社は賛成しますか。
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多様な働き方と鉄道通勤に関する実態調査

1.混雑対策（ハード対策）の企業負担の賛否の主な理由
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多様な働き方と鉄道通勤に関する実態調査

1.通勤定期代の支給状況

• 通勤定期代は、ほぼ全企業が正社員に支給。契約社員等の支給は限定的

• 都内の企業の平均通勤定期代は1.69万円/人・月
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n 平均値 最大値

従業員平均通勤定期代 1ヶ月あたり 215 16,900 100,000

従業員の中で最も高額な通勤定期代 1ヶ月あたり 215 59,000 590,000

社内制度上の上限額※ 1ヶ月あたり 215 105,900 300,000

1.4

97.7

65.6

44.2

支給していない

支給している：正社員

支給している：契約社員

支給している：パートタイマー （n=215）
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2.時間差料金制の導入可能性
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多様な働き方と鉄道通勤に関する実態調査
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■企業アンケートにおける時間差料金制の説明
• 東京圏の混雑対策として、時間差料金制（朝のピーク時の運賃を高くす
る制度）は、ピーク時の需要を分散させるソフト対策として、有効な⼿
段の一つと考えられます。ここでは、このような時間差料金制が導入さ
れた状況を想像してお答えください。

※改札を出る時がピーク時であれば、運賃が高くなります。都心から郊外への路線にも適用されます。
御社の⽴地や始業時刻、働き方、取引先との関係などは基本的に現状のままと想定してください。

※これはあくまでも、研究としての関心に基づいた検討であり、実際の導入が考えられているわけではありません。

時間差料金制のイメージと導入効果のイメージ

（料金） 現状

導入後（イメージ）

ピーク オフピーク （時間帯）

（乗客数）

ピーク オフピーク （時間帯）
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多様な働き方と鉄道通勤に関する実態調査

2.時間差料金制の導入の賛否

• 時間差料金制度を導入することに対して、御社は賛成しますか。

シナリオ1 8:00～9:00の時間帯で料金が値上がる ⇒約28％の企業が賛成
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多様な働き方と鉄道通勤に関する実態調査

2.時間差料金制の導入の賛否の主な理由
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多様な働き方と鉄道通勤に関する実態調査

(1)時間差料金制導入時の企業の費用負担

• 時間差料金制が導入された場合、上乗せ分を支給しますか？
支給する場合、通勤定期代に対して毎月●％上乗せなら支給しますか？
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シナリオ 支給する 支給しない

1.8:00～9:00の時間帯で料金が値上がる時間差料金制 71.2％ 28.8%

2.7:30～9:30の時間帯で料金が値上がる時間差料金制 75.3％ 24.7%
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多様な働き方と鉄道通勤に関する実態調査

2.時間差料金制導入時の企業のその他対応

• 時間差料金制導入時の企業の費用負担以外の行動は、約7割の企業が多様
な働き方を推進すると回答。ついで約半数が始業時刻を変更すると回答

• 時間差料金制の導入により、企業はピーク時を避ける取組みに前向き

14

71 

48 

29 

10 6 10 4 

0

20

40

60

80

100

1 2 3 4 5 6 7

（％）

ピ
ー
ク
時
の
従
業
員
の
通
勤
を
避

け
る
た
め
、
多
様
な
働
き
方※

を

推
進
す
る

始
業
時
刻
を
朝
の
ピ
ー
ク
時
間
帯

以
外
に
変
更
す
る

給
与
体
系
や
福
利
厚
生
な
ど
支
出

を
見
直
す

従
業
員
に
職
住
近
接
を
促
す

都
内
の
従
業
員
を
削
減
（
他
地
域

に
再
配
置
）
ま
た
は
本
社
・
事
業

所
を
閉
鎖
（
他
地
域
に
移
転
）

会
社
と
し
て
は
何
も
し
な
い

そ
の
他

※時差通勤、フレックス、テレワークなど
(複数回答方式、n=208）



（C）Toshiyuki YAMADA, The 47th Symposium on JTTRI, Summer 2020

69 

45 
38 35 

9 8 7 1 
13 

5 

0

20

40

60

80

100

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

（％）

多様な働き方と鉄道通勤に関する実態調査

2.負担可能な上乗せ割合を超過した場合の企業の対応

• 企業負担の上限超過時は、69%の企業が多様な働き方を推進すると回答。
ついで、45%の企業が始業時刻を変更、38%の企業が個人負担すると回答

※時差通勤、フレックス、テレワークなど
(複数回答方式、n=208）
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多様な働き方と鉄道通勤に関する実態調査
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2.時間差料金制の条件を変えた場合の企業の賛同

条件1：料金を値上げするピーク時間帯を変動させた場合

条件１① ピーク時間帯

条件１② ピーク時間帯

7:00 7:30 8:00 8:30 9:00  9:30 10:00

8:00～9:00

7:30～9:30

賛成

3.3

10.2

7.9

17.7

20.0

23.3

23.7

15.8

反対

45.1

33.0

条件１①

条件１②

どちらかと
いえば賛成

どちらとも
いえない

どちらかと
いえば反対

約28％

約11％

○ ①の賛成約11%に対し、ピーク時間帯を縮小した②は賛成が28%

○ 料金値上げする時間帯が長いと企業の賛同は得られにくい

（n=215）
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多様な働き方と鉄道通勤に関する実態調査

17

2.時間差料金制の条件を変えた場合の企業の賛同

条件2：料金値上げのみに対して、オフピーク通勤時の還元を加えた場合

条件２①

条件２②

条件２③

オフピーク ピーク時 オフピーク

値上げ

〃

〃

5%還元 5%還元

10%還元 10%還元

賛成

6.7

14.0

18.1

12.8

27.9

30.7

21.6

37.7

32.1

19.8

6.5

5.6

反対

39.1

14.0

13.5

条件２①

条件２②

条件２③

○ ①の賛成約20%に対し、オフピーク時10％還元を加えると賛成が49%

○ 時間差料金制は10％還元策を加えると約半数の賛同が得られる可能性

どちらかと
いえば賛成

どちらとも
いえない

どちらかと
いえば反対

約20％

約42％

約49％
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3.企業属性
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多様な働き方と鉄道通勤に関する実態調査

3.業種・従業員規模・本社住所エリア

• 様々な業種や従業員規模、各エリアの企業が回答。元データと大差なし

19

①＜業種＞産業分類 本調査

農林水産業 0.0

建設・鉱業 8.8

製造業 18.6

運輸業，郵便業 5.1

通信業，放送業，映像等 2.8

情報サービス業 13.0

卸売業 11.2

小売業 7.0

宿泊業，飲食サービス業 4.7

金融業，保険業 3.3

不動産業，物品賃貸業 6.0

生活関連サービス業，娯楽業 3.3

その他サービス業 16.3

100.0

本調査 ：①215
②214（未回答除く）
③215

②＜従業員規模＞ 本調査

50人未満 20.2

50～100人未満 16.9

100～300人未満 30.0

300～1000人未満 24.9

1000～2000人未満 5.2

2000人以上 2.8

100.0

③＜本社住所＞エリア 本調査

都心3区：千代田・中央・港 52.6

副都心3区：豊島・新宿・渋谷 20.5

23区北東部：足⽴・荒川・台東・文京 4.2

23区東部：葛飾・江戸川・江東・墨田 7.4

23区南部：品川・大田・目黒 9.3

23区西部：中野・杉並・世田谷 2.8

23区北西部：北・板橋・練馬 0.5

多摩地域 2.8

100.0



（C）Toshiyuki YAMADA, The 47th Symposium on JTTRI, Summer 2020

多様な働き方と鉄道通勤に関する実態調査

3.本社住所エリア別始業時刻

• 本調査は、約半数の企業が8:31～9:00の始業

• 都心3区や副都心3区も8:31～9:00の始業が多い

20

＜始業時刻別＞

2.3

13.0

56.7

16.3

5.6 6.0

0

10

20

30

40

50

60

~8:00 ~8:30 ~9:00 ~9:30 ~10:00 不明

（％）

始業時刻
エリア

~8:00 ~8:30 ~9:00 ~9:30 ~10:00 不明

都心3区 0.9 9.7 61.9 15.9 5.3 6.2

副都心3区 0.0 11.4 50.0 22.7 13.6 2.3

23区北東部 0.0 11.1 55.6 22.2 0.0 11.1

23区東部 0.0 25.0 62.5 6.3 0.0 6.3

23区南部 10.0 15.0 60.0 10.0 0.0 5.0

23区西部 0.0 16.7 33.3 33.3 0.0 16.7

23区北西部 0.0 0.0 100 0.0 0.0 0.0

多摩地域 33.3 50.0 0.0 0.0 0.0 16.7

全体 2.3 13.0 56.7 16.3 5.6 6.0

（n=215）
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多様な働き方と鉄道通勤に関する実態調査

3.多様な働き方の制度導入有無
• 企業の導入済みの制度は、時短勤務、フレックス、時差通勤が多く、在
宅勤務は約３割。テレワークは今後導入予定が多い

21

（n=215）＜多様な働き方に関する制度の導入有無＞

32.6

41.4

67.4

28.8

21.9

7.4

10.7

12.6

6.5

22.8

20.9

16.3

54.9

41.9

25.1

47.4

57.2

74.4

1.9

4.2

0.9

0.9

0.0

1.9

1.時差通勤

2.フレックス

3.時短勤務

4.在宅勤務

5.モバイルワーク

6.サテライトオフィス

今後導入予定 導入予定なし 以前、導入していた導入済み
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16.7

18.6

47.9

5.1

3.3

0.5

32.6

41.4

67.4

28.8

21.9

7.4

1.時差通勤

2.フレックス

3.時短勤務

4.在宅勤務

5.モバイルワーク

6.サテライトオフィス

2010年以前

2019年

多様な働き方と鉄道通勤に関する実態調査

3.多様な働き方の制度導入時期とその割合
• 企業の多様な働き方は、この10年で大きく進展。特に、時差通勤やフレ
ックスは約2倍、在宅勤務等のテレワークは約6～16倍に増加

22

＜多様な働き方に関する制度の導入時期別導入割合＞

約1.9倍

約2.2倍

約1.4倍

約5.6倍

約6.7倍

約16倍

（n=215）
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多様な働き方と鉄道通勤に関する実態調査

3.多様な働き方の制度の週利用回数
• 企業の制度の利用回数は、時差通勤、フレックス、時短勤務が多い

23

1回未満

22.9

24.7

22.1

40.3

29.8

68.8

1回

12.9

16.9

30.6

25.5

6.3

2回

7.1

6.7

9.7

8.5

3回

5.7

4.5

8.1

10.6

12.5

4回

7.1

3.4

5回以上

44.3

43.8

73.1

9.7

23.4

12.5

1.時差通勤(n=70)

2.フレックス(n=89)

3.時短勤務(n=145)

4.在宅勤務(n=62)

5.モバイルワーク(n=47)

6.サテライトオフィス(n=16)

＜多様な働き方に関する制度の週利用回数＞
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多様な働き方と鉄道通勤に関する実態調査

3.多様な働き方の制度の従業員の利用割合

• 企業の制度の従業員の利用割合は、フレックスが約4割、時差勤務とモバ
イルワークが4人に1人の割合

24

平均値

24.5

43.8

7.3

16.3

25.0

8.3

1.時差通勤(n=70)

2.フレックス(n=89)

3.時短勤務(n=145)

4.在宅勤務(n=62)

5.モバイルワーク(n=47)

6.サテライトオフィス(n=16)

＜多様な働き方に関する制度の従業員の週利用割合＞
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○始業時刻変更は、約3分の1の企業が可能。
社内の理解醸成を条件とする会社の方が多い

多様な働き方と鉄道通勤に関する実態調査

3.始業時刻の変更の可能性と条件

25

51.6 15.3 5.1 7.0 20.9
1.始業時刻の変更可否

(n=215)

12.7

12.7

15.5

12.7

2.8

1.4

25.4

2.8

14.1

1

2

3

4

5

6

7

8

9

始業時刻変更の条件(n=71)
いつでも対応可能

顧客や協力会社の理解

政策の実現性

期間限定なら対応可能

対象者を限定すれば対応可能

異常気象時等なら対応可能

社内への説明や多様な働き方の実現

補助金等

その他

変更できない
変更する
必要がない

1週間程度は
変更できる

1か月程度は
変更できる

期間によらず
変更できる

約33％（71社）
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多様な働き方と鉄道通勤に関する実態調査

3.企業が魅力に感じる定期券（自由意見）

26

2.6

14.7

7.8

19.0

6.9

16.4

19.8

3.4

9.5

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

1.後払い清算

2.利用時間限定

3.エリア定期券

4.経路や鉄道会社を固定しない

5.使用頻度により還付や割引のある

6.回数券方式

7.片道〇円以内で月額固定式

8.近接複数駅利用可能

9.その他

○企業は、経路や鉄道会社を固定しない定期券やだれでも使え
る月額固定式の定期券に対して、魅力に感じると回答

（n=116）
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アンケートにご協力いただいた
企業の皆様に深く感謝申し上げます
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